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（１）制度の趣旨 

   『県土利用のモニタリング制度』は、平成２０年７月に策定した「第 4次千葉県国
土利用計画」に基づき、県土利用の状況や開発動向に関する、県民にとってわかり

やすい各種指標に係るデータを定期的・継続的に調査・把握し、県ホームページ等

において公開していく制度です。（モニタリングは平成２２年から２年に１回実施。） 
    また、モニタリングにより得られたデータは、５年に１回実施する「計画評価」

において、課題の検討、施策の進捗状況・効果の検証等を行うための基礎情報とし

て活用し、施策の改善・見直しを図っていくこととしています。 
 
（２）制度の内容 

  ａ．調査対象 
   ①農用地、森林、水面・河川・水路、原野、道路、宅地、その他の利用（公園緑地、

レクリエーション施設等）の区分ごとに掲げた規模の目標と取組を把握するため

の統計情報 
   ②区分横断的な課題（廃棄物の適正処理等）への取組を把握するための統計情報 
   ③ゾーンごとの取組を把握するための統計情報（国土利用計画では県内を６ゾーン

に区分） 
 
  【モニタリング指標 一覧】 

区 分 指標数 区 分 指標数 
農用地 ２４ 宅地 ２３ 
森林 １６ その他 ９ 
水面・河川・水路、原野 ７ 区分横断的な課題 １０ 
道路 ７ ゾーン別指標（６ゾーン計） ７９ 

  合 計 １７５ 

 
  ｂ．調査手法 
   ○農用地、森林、宅地などの利用目的別の規模の目標に関する統計情報を収集し、

【指標推移の傾向】及び【指標の主な変動要因】について簡潔に整理する。 
   ○千葉県国土利用計画の取組に関する各種指標情報、【指標推移の傾向】及び【指標

の主な変動要因】について庁内各課に情報提供を依頼し集成する。 
 
   ※本調査は平成２２年８月１０日時点で取得可能な情報により整理しています。 
    
 

Ⅰ モニタリング制度の基本的な考え方 
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（１）県土利用の状況 

 
 
 本県は、本州の中央東端に位置し、東南は太平洋に面し、西は東京湾を形成し、北西は

江戸川を境にして東京都、埼玉県に接し、北は利根川を境にして茨城県に連なっています。 
 また、地形はおおまかに南から北に向かって低くなっており、標高 200～300ｍ級の南部
の丘陵地と北部の台地や平地に大別され、その面積は 515,668ｈａの広さを有しています。 
  
 県土利用の状況（平成 20年）は、農用地 130,011ha（25.2％）、森林 161,257ha（31.3%）、
水面・河川・水路 18,419ha（3.6%）、原野 549ha（0.1%）、道路 34,404ha（6.7%）、宅地
81,131ha（15.7%）、その他 89,897ha（17.4%）となっており、地域別にみると、県北西
部において都市的土地利用が進み、北部・東部から中部にかけて広く農地の展開がみられ、

中部から南部にかけて多面的な機能を有する森林がまとまって分布しています。 
 
 過去 5年間（平成 16年から平成 20年）の県土利用の変化をみてみると、農用地 5,111ha
（平成 16年対比 3.8%）、森林 1,209ha（同 0.7%）、原野 839ha（同 60.4%）が減少し、水
面・河川・水路 621ha（同 3.5%）、道路 536ha（同 1.6%）、宅地 2,649ha（同 3.4%）、そ
の他 3,367ha（同 3.9%）が増加しており、都市的土地利用が進行する傾向となっています。 
 
 

図－１ 県土利用の変化 
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Ⅱ モニタリング（利用目的別）調査結果の概要 
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（２）県土の利用目的に応じた区分ごとの土地利用 

 
 
  ①農用地 

    農用地は食糧生産の基盤として首都圏の主要な食糧供給を担っており、農業は本

県の主要な産業として、農業産出額において全国第 3位（農林水産統計：平成 20年
農業産出額）となっています。 

    農用地面積は、平成 20年において 130,011haであり、全国第 9位（平成 20年耕
地面積：農林水産統計）の面積を有していますが、平成 16年に比べて 5,111ha（3.8%）
減少しています。 

    面積が減少した要因は、宅地等への転用や耕作放棄等のかい廃などが考えられま

すが、特に田面積は 3,500ha 減少しており、農用地減少面積の約 7 割を占めていま
す。 

 
  図－２ 農用地面積の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ②森林 

    森林は、生物多様性の保全、地球温暖化の緩和、県土の保全、水源のかん養、レ

クリエーションの場の提供、良好な景観の形成、木材の生産等、多面的な機能を有

する県民全体の貴重な共有財産となっています。 
    森林面積は、平成 20年において 161,257haであり、県土に占める森林の割合（森

林率）は全国第 45位（農林業センサス 2005）となっていますが、平成 16年に比べ
て 1,209ha（0.7%）減少しています。 

    面積が減少した要因は、主に林地開発によるものですが、特に住宅用地に転用し
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た面積が 617haとなっており、減少面積の約 5割を占めています。 
  図－３ 森林面積の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ③水面・河川・水路、原野 

    水面（湖沼・ダム・ため池）は、水資源の確保、自然環境の保全、内水面漁業、

レクリエーションの場等、多様な機能を有しています。 
    河川は、台風や大雨による浸水被害対策のため、治水安全度を確保する河川改修

等、長年にわたりさまざまな治水対策が進められています。 
    水路（農業用水路・排水路）は、農用地の生産性の維持・向上を図るために必要

不可欠な施設であり、生態系の保全、親水・防災等の多面的な機能も有しています。 
    原野には、貴重な自然環境を形成しているものもあり、地域の実情に即して保全・

利用を促進することとしています。 
    水面・河川・水路面積は、平成 20年において 18,419haであり、その約 7割が利

根川をはじめとする河川面積（12,451ha）となっています。また、平成 16年と比べ
て 621ha（3.5%）増加しています。 

    面積が増加した要因は、ダムの整備が進んだことによる水面面積の増加によりま

す。 
    原野面積は、平成 20年において 549haであり、主に河畔・湿原等が該当します。

また、平成 16年に比べて 839ha（60.4%）減少しています。 
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   図－４ 水面・河川・水路面積の推移         図－５ 原野面積の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ④道路 

    一般道路は、産業・経済・文化の発展に欠かすことのできない社会資本であり、

県土の有効利用を促進するネットワークとして重要な役割を果たしています。 
    農道は、農作業・生産物流通の効率化、生活道路、地域外との交流等、多様な機

能を有しており、林道は森林の保全、整備のための間伐や森林施業等に必要な道路

となっています。 
    道路面積は、平成 20年において 34,404haであり、その約 8割を国道・県道・市

町村道などの一般道路（26,928ha）が占めており、一般道路実延長では全国第 6 位
（道路統計年報 2009）となっています。また、平成 16年と比べて 536ha（1.6%）
増加しています。 

    面積が増加した要因は、主に市町村道（582ha）等の一般道路の整備が進んだこ
となどによります。 

 
  図－６ 道路面積の推移 
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  ⑤宅地 

    住宅地は、人口減少時代・少子高齢社会が到来し、誰もが暮らしやすい居住環境、

地域の活性化、自然との共生等の観点から、既存の社会資本ストックの有効活用を

重視した住宅地形成の必要性が高まっています。 
    工業用地は、本県工業の持続的な成長を実現していくため、グローバル化の進展

による世界規模や地域間での競争激化、構造変化等を踏まえ、企業の立地ニーズに

対応した工業用地を確保する必要があります。 
    その他の宅地（業務・研究・商業等の用地）は、産官学の緊密な連携のもとで経

済の活性化に取り組んでいくことの重要性はますます増しており、将来の本県経済

のリード役となっていく業務・研究機能の集積を促進していくことが必要とされて

います。 
    宅地面積は、平成 20年において 81,131haであり、その約 6割を住宅地が占め、

住宅地・工業用地・その他の宅地の比率は、6：1：3 となっています。また、平成
16年と比べて 2,649ha（3.4%）増加しています。 

    面積が増加した要因は、世帯数の増加に伴う住宅地の増加（1,376ha）や大規模
小売店舗の新規出店等に伴いその他の宅地（商業等の用地）が増加したこと等によ

ります。 
 

  図－７ 宅地面積の推移 
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  ⑥その他 

    その他については、公園緑地や鉄道等の交通施設用地、ゴルフ場等のレクリエー

ション用地、耕作放棄地、宅地造成中の土地等が含まれます。 
    その他面積は、平成 20年において 89,897haであり、県土全体面積（515,668ha）

から県土の利用目的に応じた区分（農用地・森林・宅地など）を除いた面積となっ

ています。この中には、県立都市公園の面積（435ha）や自然公園面積（28,537ha）
が含まれています。また、平成 16年と比べて 3,367ha（3.9%）増加しています。 

    面積が増加した要因は、ゴルフ場が開設（396ha）したことや、耕作放棄地が増
加したことなどが考えられます。 

 
  図－８ その他面積の推移 
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◇データシートの見方について 
 
 データシートには、モニタリングの基本となる『第４次千葉県国土利用計画』に記載さ

れた方針・取組やモニタリング指標、データの推移についての所見を記載する欄など、様々

な情報が集約されており、それぞれの情報の趣旨は次のとおりとなっています。 
 
 
「モニタリング総括表」は、土地利用の利用区分（農用地、森林、宅地など）に関する情

報を一覧にまとめたものです。 
 
【総括表の例示（農用地）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ モニタリング指標 データシート 

モニタリング総括表 

基準年
16年 22年 24年 26年 28年

1 ・認定農業者数
・農業経営改善計画の認定状況
（農林水産省、千葉県）

毎年 3,846 人 89% -

181,300 人 0%
55.1 歳 4%

3 ・主業農家数 農林業センサス（農林水産省） ５年 17,726 戸 0% -

4 ・ハウス等園芸施設面積
・園芸用施設の設置状況調査
（生産販売振興課）

２年 2,049 ha 0% -

5 ・農業産出額
・生産農業所得統計
（農林水産省）

毎年 4,224 億円 0% -

6 ・生産農業所得
・生産農業所得統計
（農林水産省）

毎年 1,735 億円 -24% -

7 【参考】農業経営費（農家1戸あたり）
営農類型別経営統計調査
（農林水産省）

毎年 － 2,659 千円 14% -

・農地の利用集積の促進 8 ・農地利用集積面積 ・担い手支援課調べ 毎年 15,696 ha 57%
北総・
千葉東部

9 ・ほ場整備面積
・千葉県の農業農村整備
（耕地課）

毎年 47,840 ha 2% -

10 【参考】農振農用地区域面積 ・農地業務年報（農地課） 毎年 － 105,200 ha -1% -

・千産千消の取組 11 ・農林水産物直売所年間販売額
（1箇所あたり）

・農林水産物直売所実態調査
（農村振興課）

毎年 74
百万円
/箇所 54%

東葛飾・
湾岸

・多様な主体による地域農業づくり 12 ・農村女性の起業経営体数 ・担い手支援課調べ 毎年 301 体 34% -

・千葉県型集落営農の実施 13 ・千葉県型集落営農実施数 ・担い手支援課調べ 毎年 298 営農 144% -

・新規就農者を増やす取組み 14 ・新規就農者数 ・担い手支援課調べ 毎年 177 人 81% 全ゾーン

・耕作放棄地の発生防止 15 ・耕作放棄地面積（総数）
農林業センサス
（農林水産省）

５年 17,058 ha 0% 全ゾーン

14,066 ha 29%
247 協定 30%

17 ・農林漁業体験施設数
・農林漁業体験施設等実態調査
（農村振興課）

２年 389 施設 8% -

18 ・市民農園面積
・市民農園開設状況調査結果
（農村振興課）

毎年 57.6 ha 29% -

19 ・耕地利用率
・耕地及び作付面積調査（農林
水産省）

毎年 94.8 ％ -1% -

20 ・経営耕地面積 ・農林業センサス（農林水産省） ５年 93,180 ha 0% -

21 ・ちばエコ農産物栽培面積 ・安全農業推進課調べ 毎年 1,913 ha 144% -

22 【参考】農地転用面積
・土地管理情報分析調査（農林
水産省）

毎年 － 801 ha -8% -

・市街化区域内農地の保全 23 ・市街化区域内農地面積
・固定資産の価格等の概要調書
（市町村課）

毎年 3,449 ha -18% -

・生産緑地の保全 24 ・生産緑地面積 ・都市計画年報（国土交通省） 毎年 1,266 ha 1% -

・市民農園の整備 25 ・市民農園面積（再掲）
・市民農園開設状況調査結果
（農村振興課）

毎年 58 ha 29% -

※1　『データ目標』は、各指標の数値が矢印の方向へ増加又は減少していれば、良好な状態に推移していると考えられるので、その目安として表示しています。
※2　『モニタリング結果』は、基準年とモニタリングを実施した各指標の数値データの増減比をパーセントで表示しています。 ２４指標（再掲を除く）

全ゾーン2 ・農業従事者数・平均年齢 農林業センサス（農林水産省） ５年

-16 ・農地・水・環境保全向上対策事業に
よる集落協定締結面積、協定数

・農村振興課調べ 毎年
・農地の保全、利活用

・多様な主体による農地の保全、利
活用
　（都市と農村の交流、市民農園
等）

・耕地利用の推進

・市街化区域内農地の維持

・農業生産、農業経営の基盤強化

・農業経営の大規模化、担い手の確
保

・高所得農業の推進

・生産条件の確保

指標の出典
統計
頻度

データ
目標※1

施策の方向性
モニタリング結果（増減）※2

取組 指標No. モニタリング指標
ゾーンでの
取扱い単位

『施策の方向

性』 

 

土地利用の「施

策」（基本的方

向）を第４次千

葉県国土利用計

画から抽出して

います。 

『取組』 

 

 

「施策」を実現

するための取組

を第４次千葉県

国土利用計画か

ら抽出していま

す。 

『モニタリング

指標』 

 

「取組」の効果

等を定量的に把

握するため、継

続してモニター

していく指標で

す。 

『ゾーンでの取

扱い』 

 

当該指標が「ゾ

ーン別指標」で

も使われている

場合、そのゾー

ン名を表示して

います。 

『データ目標』 

 

 

各指標が良好な

状態に推移して

いると考えられ

る数値の増減の

方向を目安とし

て矢印で表示し

ています。 

『モニタリング

結果』 

 

基準年とモニタ

リングを実施し

た各指標の数値

データの増減比

をパーセントで

表示していま

す。 

『データ目標』

 

 

各指標が良好な

状態に推移して

いると考えられ

る数値の増減の

方向を目安とし

て矢印で表示し

ています。 
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 モニターする指標の概要や、データ推移の数値・グラフ等を表示しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

モニタリング指標データシート 

モニタリング指標　データシート

統計頻度 毎年

指標の概要

１　指標の推移

Ｈ１６
Ｈ１７
Ｈ１８
Ｈ１９
Ｈ２０
Ｈ２１
Ｈ２２
Ｈ２３
Ｈ２４
Ｈ２５
Ｈ２６
Ｈ２７
Ｈ２８
Ｈ２９

２　モニタリング結果

取組
施策の方向性 農業生産、農業経営の基盤強化

6,545

モニタリング指標
出典 農業経営改善計画の認定状況（千葉県）

・認定農業者とは、農業経営者として頑張っていこうとする、意欲ある農業者（法人を含む）が、農業経
営基盤強化のための「農業経営改善計画」を作成し、市町村の認定を受けた者のことである。
・認定農業者に対する支援措置として、農用地の利用集積の支援や無利子・低利資金、税制特例な
どのメニューが用意されている。
・この指標により、農業の持続的発展や効率的かつ安定的な農業経営を担う農業経営者の推移を把
握することができる。

指標Ｎｏ．1

調査年までの累計 データ推移の目標方向

認定者数（人）
3,846
4,067
5,625

農業経営の大規模化、担い手の確保

分類（利用目的）

平成２８年

平成２２年

【指標推移の傾向】
  認定農業者数は増加傾向にある。
【指標の主な変動要因】
　認定農業者数の増加は、各種事業の採択要件やメリット措置を受けるた
めに認定農業者になった方が多かったことが主な要因となっている。

平成２６年

認定農業者数

データの集計方法

農用地

平成２４年

6,909
7,257

認定農業者数

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

Ｈ
１６
Ｈ
１７
Ｈ
１８
Ｈ
１９
Ｈ
２０
Ｈ
２１
Ｈ
２２
Ｈ
２３
Ｈ
２４
Ｈ
２５
Ｈ
２６
Ｈ
２７
Ｈ
２８
Ｈ
２９

認定者数（人）

『モニタリング指標

の概要』 

 
「モニタリング指標」

の名称・出典等の基礎

情報や、指標の趣旨説

明・選定した理由（指

標により把握できる

状況）等を表示してい

ます。 

『データの推移』 

 
指標の統計頻度ごと

の変動を、数値・グラ

フで表示しています。 
また、データの集計方

法を「当該年度のデー

タ」「累計データ」に

分類して表示してい

ます。 

『モニタリング結果』

 
モニタリングにより

判明した指標の傾向

や主な変動要因につ

いて簡潔に記載し、計

画評価の基礎資料と

します。 
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